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新調査捕鯨計画専門家パネル報告 

真田康弘（法政大学大原社会問題研究所客員研究員） 

 

 2015年4月13日、国際捕鯨委員会(IWC)科

学委員会の下で開催された日本の新調査捕

鯨計画に対する専門家パネル報告書が公表

されたが、その内容は従来から調査捕鯨に

対して批判的な見解を述べてきた科学者で

すら「大きな衝撃(stunner)1」と形容する内

容を含むものであった。これまで調査捕鯨

賛成派・反対派双方の意見を並置した両論

併記的なもの、あるいは迂遠な表現で苦言

を呈してきたこれまでの科学委の下で作成

された調査捕鯨に対する報告書とは大きく

異なり、日本の新調査計画に関し「捕獲が

必要と立証できていない」と明確に否定し

たからである。そこで本小論では国際司法

裁判所(ICJ)判決及び2014年にスロベニアで

開催されたIWCで採択された決議、日本の

新調査捕鯨計画を振り返ったのち、専門家

パネル報告の要旨を紹介し、その意義と今

後の展望を記すものとしたい。 

 

1. 国際司法裁判所(ICJ)判決 

 

ICJ判決では、国際捕鯨取締条約第8条の

下で認められている科学調査目的の捕獲特

別許可発給は、科学的研究を目的としたも

のでなければならず、これは(a) 致死的手

法の使用の決定、(b)サンプル数の計算方

法、(c)捕獲計画数と実捕獲との比較、(c)調

査計画のタイムフレーム、(d)調査から得ら

                                                  
1 米国海洋大気庁(NOAA)科学者フィリッ

プ・クラプハム博士の発言。Virginia 
Morell, “Japan says it will hunt whales 
despite science panel’s opposition,” 

れた科学的アウトプット、(e)他の調査機関

との連携関係といった要素が、調査計画で

謳われている目的に照らして合理的か否か

で判断するとの審査基準(standard of review)

を提示した。この審査基準に照らし、日本

が南極海で実施している調査捕鯨「JARPA 

II」は上記いずれの基準も満たしておら

ず、よって条約第8条により容認されるも

のでないとしてJARPA IIでの捕獲許可発給

の停止を命ずるとともに、日本が条約第8

条の下でのいかなる将来的な許可書を与え

る可能性を検討する際も、この判決に含ま

れる理由付け及び結論を考慮することが期

待されると付言した。 

この判決により、科学目的での捕獲許可

発給は、締約国の認識にのみ委ねることは

できないとの判断が下されるとともに（判

決文第61パラグラフ）、今後の科学目的で

の捕獲許可発給は国際捕鯨取締条約及び同

条約付表等により規定される手続に則しな

ければならないことはもとより、上記の審

査基準が科学許可発給の合理性を判断する

重要な手がかりとなることが示された。 

 

2. IWC決議 

 

2014年9月にスロベニアで開催された

IWC総会では、ニュージーランドより提案

された調査捕鯨に関する決議2014-5が賛成

SCIENCEINSIDER, April 16, 2015, 
accessed April 20, 2015, 
http://news.sciencemag.org/asiapacific/2015
/04/japan-says-it-will-hunt-whales-despite-
science-panel-s-opposition. 
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多数で採択された。科学委員会に対して、

既存及び新たな調査捕鯨計画がICJ判決に

判示された基準に従っているかどうか（決

議第1項(a), (c), (d), (e)）、及び致死的方法

により得られたデータに依拠する調査の部

分が鯨類の保全管理の改善につながる可能

性があるか（決議第1項(b)）に関して審査

を行いIWCに助言を行うよう求めるととも

に、同助言が行われIWCがこれに基づき検

討を行った後勧告を行うまでは捕獲許可の

発給を行わないよう締約国に要請（決議第

3項）する内容を有している。また、科学

委に対して決議第1項に定める基準に基づ

き、現行の調査捕鯨計画審査手続きを定め

たAnnex Pの改訂を検討するよう求めてい

る。 

日本は上記決議に反対しており、したが

ってこの決議に従わなければならない法的

義務はないものの、同決議は判決文で示さ

れた審査基準を科学委の調査捕鯨に関する

審査手続きに組み込むとともに、同審査手

続きが捕獲許可発給に先立って行われるべ

きことを定めている。これは捕獲許可発給

国の裁量を狭め、手続的な監視を通じIWC

機能の強化を図る意義を有している2。 

 

3. 日本の新捕獲調査計画 

 

水産庁は判決を受け、南極海での新調査捕

鯨計画を2014年11月に公表している。名称は

「New Scientific Whale Research Program in the 

Antarctic Ocean」、頭文字を取り「NEWREP-

                                                  
2 児矢野マリ「国際行政法の観点からみた捕

鯨判決の意義」『国際問題』第 636 号

(2014)、51 頁。 
3 The Government of Japan, “Proposed 
Research Plan for New Scientific Whale 

A（ニューレップ・エイ）」と呼称される。

調査目的は①IWCの下での捕獲枠算定方式で

ある「改訂管理方式(RMP)」に用いるための

生態学的情報の高精度化、②南極海での生態

系モデル構築のための研究、とされている

3。 

捕獲対象とされるミンククジラは333頭と

設定されているが、これは「過去のデータか

ら合理的に想定される資源全体の性成熟年齢

の変化（1年当たり0.1歳の若齢化叉は老齢

化）と同程度の変化を、高い確率〈90%〉で

検出する4」との前提で算出された、として

いる。 

ICJ判決に則した調査計画にするために

は、(a)非致死的方法で代替できるかを十分検

討しなければならず、(b)サンプル数は調査目

的に照らして十分な科学的論拠を有するもの

でなければならず、(c)捕獲予定数と実捕獲に

大きな齟齬が生じた場合は、調査計画や捕獲

予定頭数を修正するなどの措置をとるなどし

て合理的に説明のつくようにしなければなら

ず、(d)査読論文数を飛躍的に増やすなど科学

成果を挙げるものとしなければならず、(e)内

外の学術研究機関と連携関係を強化する必要

がある。このため、NEWREP-Aでは非致死的

調査についても大幅に取り入れる旨が表明さ

れており、調査期間は12年とされ、妨害活動

に備えたバックアッププランを予め策定す

る、としている。また、査読付き学術誌投稿

の努力を強化するとともに、外国人研究者や

「南極の海洋生物資源の保存に関する委員会

(CCAMLR)」など他の国際機関や国内学術調

Research Program in the Antarctic Ocean 
(NEWREP-A),” 2014. 
4 水産庁・外務省、「南極海における新たな

鯨類調査計画案の概要について」、2014 年

11 月、5 頁。 
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査機関・大学との連携も図る、としている。 

同調査計画を一読して感じたのだが、ここ

で調査目的とされているのは、JARPA IIのそ

れと同様であり、内容についても大きな相違

点としてはオキアミ資源調査の拡充と環境汚

染物質が鯨類に与える影響のモニタリングの

削除、バックアッププランと他の調査機関と

の連携への言及程度しか存在しなかった。

JARPA IIでは「捕獲したクジラを調べたとこ

ろ、水銀への汚染は極めて低い」ということ

を重要な研究成果としていたが、これも南極

に棲息する生物の汚染度は、もしそれが高け

れば科学的意義はあるだろうが、単に低いと

いうだけでは、「南極には人工物は相対的に

少ないので汚染は少ない」という一般常識的

見解をなぞるものでしかない。JARPA II評価

会合でも科学者たちはオキアミ調査拡充と環

境汚染モニタリングの優先順位を下げること

を勧告しており5、日本の新調査計画はこれ

に対応するものと言えるが、その内容は概括

的なものにとどまっていた。 

なぜ致死的調査が必要かについても、年齢

と胃内容物の調査は捕獲しないとわからな

い、ということを繰り返し述べているにとど

まり、これらを調査することでどのような新

たな科学的知見が生まれるのかという具体的

説明に乏しい。サンプル数設定にしても、な

ぜ性成熟率だけを基準に決定したのか、なぜ

0.01でもなく0.2でも0.5でもなく0.1歳の変化

率に設定したのか、他の変数を操作すればサ

ンプル数が容易に上下するにもかかわらず、

                                                  
5 IWC, “Report of the Expert Workshop to 
Review the Japanese JARPA II Special 
Permit Research Programme,” 
SC/65/Rep02, 2014, pp. 46-47; ルイス・A・

パステネ「IWC 科学委員会による JARPA II 
(2005/06 – 2010/11)調査結果のレビュー」

なぜこの数字に設定したのか、説明が尽くさ

れていないように思われた。南極海の生態系

解明という目的に関しても、なぜクジラの中

でミンククジラだけ捕獲して、他は捕獲しな

くてよいのかの説明も不十分である。そもそ

も南極の生態系を調べると言っている一方、

どういうモデルを構築するのか、大掴みのも

のすら提示されていない。仮説モデルを構築

しないとJARPA IIが所期の目的を達成できる

かを評価できないということは、JARPA IIレ

ビューでも科学者より強く指摘されていたは

ずであった6。新調査計画には関係者からす

ら「333頭と334頭ではどう違うのか」「再び

裁判になった場合でも対応できるのか」（鶴

保庸介参院議員・自民党）との懸念が上がっ

ていた7。2000年代半ばまで水産庁で捕鯨問

題の陣頭指揮をとった小松正之も「性成熟率

から333頭を積算した方法は、ICJに批判され

たJARPA IIのサンプル数の算定方法より統計

的有意性が低」く、「検出の有意性成熟年令

の変化の程度と調査期間で、サンプル数は変

化させられる」と指摘し、したがって捕獲頭

数は「国内の鯨肉需要に焦点を合わせた妥協

の産物」でしかない、と新調査計画の科学性

の欠如に批判の声を上げていた8。 

 

4. IWC専門家パネル報告 

 

(1) パネル開催地及び参加者等 

 

 日本の新調査計画発表を受け、IWC科学委

『鯨研通信』第 464 号、2014 年 12 月、

11、15 頁。   
6 Ibid., p. 48; 前掲論文、15 頁。 
7 みなと新聞 2014 年 12 月 15 日付。 
8 小松正之「緊急提言！IWC」みなと新聞

2014 年 12 月 5 日付。 
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員会は新調査捕鯨計画検討のための専門家パ

ネルを設置、2015年2月7日から10日まで、レ

ビュー会合を開催した。場所はちょうど1年

前に開催されたJARPA IIレビュー会合と同

様、東京・晴海の豊海センタービル、日本鯨

類研究所や捕鯨操業会社の共同船舶が所在す

る豊海振興ビルから徒歩2分という、まさに

ホームグラウンドである。 

パネルは調査捕鯨計画提出国の日本を除く

10人で構成された。メンバーは前議長のデブ

ラ・パルカ（米国）、IWC事務局のグレッ

グ・ドノバン、生態系モデリングの専門家で

あるダニエル・ホウエル（ノルウェー海洋研

究所）、同じく生態系モデリングを専門とす

るアンドレ・パント（米ワシントン大）等で

ある。この10人のうちの6人は、9人で構成さ

れたJARPA IIレビューのパネルと同一である

9。 調査計画の説明側として、日本からは

22名が参加し、オブザーバーとしてノルウェ

ーのラース・ワロー、オーストラリアのウィ

リアム・デラメア、米国のボブ・ブラウネ

ル、IFAWの舟橋直子など10名が参加してい

る10。 

 バネルではまず日本側から調査計画案のプ

レゼンテーションが行われ、パネルからの質

疑応答が続く。このセッションはオブザーバ

ーにも公開される。次に、パネルのメンバー

10名だけによるクローズド・セッションが開

                                                  
9 IWC, “Report of the Expert Workshop to 
Review the Japanese JARPA II Special 
Permit Research Programme,” 
SC/65/Rep02, 2014, p. 52.                                                                              
10 IWC, “Report of the Expert Panel to 
review the proposal by Japan for 
NEWREP-A, 7-10 February 2015, Tokyo, 
Japan,” SC/66a/Rep/6, p. 47, Annex A. 
11 Ibid., p. 3. 
12 畑中寛（日本鯨類研究所顧問）「京きな魚

（編集後記）」『鯨研通信』第 464 号（2014

催され、調査計画案に対する討議が行われた

後、報告書が策定される11。 

 繰り返すが、パネル10名のうち6名は

「JARPAII に高い評価を下し12」たはずの

JARPA IIレビューのパネルのメンバーでもあ

る。「JARPA IIのレビュー結果がもう少し早

く出ていたらICJの判決はだいぶ変わったは

ずだ13」と説明してきた日本の捕鯨関係者の

説明が真であるならば、新調査捕鯨計画検討

のための専門家パネルの結論は、日本側にと

って大きな追い風になるはずであった。 

 

(2) 目的の妥当性 

 

 専門家パネルは、まずNEWREP-Aが目指す

主たる目的について検討を加えることから始

める。主目的の一つ目が、RMP（IWCで用い

られる捕獲枠産出方式）を適用した南極海ミ

ンククジラの捕獲枠算出のための生物学的及

び生態学的情報の高精度化である。この目的

の下にはより具体的な4つの副目的により構

成される、と日本側は説明した。これについ

てパネルは、JARPA IIに比べて目的がより具

体的になったことを歓迎するとする一方、生

物学的・生態学的情報によってどの程度の

RMPの改善が期待されるのかが評価されてい

ないとして、これに関するシミュレーション

分析を行うべき、との指摘を行っている14。 

年）、22 頁。 
13 水産庁・諸貫秀樹氏の平成 27 年度公益社

団法人日本水産学会シンポジウム「調査捕鯨

と国際司法裁判所(ICJ)判決」（2015 年 3 月

31 日・東京海洋大学）での質疑応答におけ

る発言。 
14 IWC, “Report of the Expert Panel to 
review the proposal by Japan for 
NEWREP-A, 7-10 February 2015, Tokyo, 
Japan,” SC/66a/Rep/6, p. 6. 
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  NEWREP-Aの主目的の2つ目は、生態系モ

デル構築を通じた南極生態系の構造及び動態

の研究、である。これについてパネルは、生

態系モデルの構築は確かに重要な研究対象で

あるとする一方、具体的なモデルの詳細が述

べられておらず、したがってモデル構築のた

めにどのようなデータが必要であるのかがわ

からない、と批判している15。 

  

(3) 方法の妥当性 

  

 次にパネルは研究方法の妥当性について検

討を進める。まず系群構造の解明に関して

は、これまで多数のデータの蓄積があること

から、この分析を優先して行うべき、と勧告

する。加えて、NEWREP-Aでは新たに得られ

るデータがどの程度鯨類資源管理の向上に寄

与すると期待されるかに関する定量的評価に

欠けていると指摘する。捕獲される海域には

2つのミンククジラの系群が存在すると考え

られており、これら系群がどのように混淆し

ているのかの解明は資源管理にとり有用であ

るが、新調査計画では上記のような定量的・

具体的な記述に乏しい。したがって新たな捕

獲によってどの程度系群の混淆に関する新た

な知見が得られると予想されるのか、まず検

討を行うべきである、と指摘する16。  

 日本側がクジラを捕獲して耳垢の年輪を調

べなければ年齢を測定する方法はない、と繰

り返す点にも疑義を提示する。科学の発展を

通じて現在DNAのメチル化を調べることによ

って年齢を測定することが可能となってお

り、ザトウクジラにこれを適用した研究も存

                                                  
15 Ibid., p. 8. 
16 Ibid., p. 11. 
17 Ibid., p. 16. 

在する。これが可能になると、クジラの皮膚

をほんの少し採取するだけで年齢測定が可能

となる。これまで日本は捕獲調査等を通じて

多数のサンプルを保有しているのだから、ク

ジラを新たに捕獲するのではなく、まずは既

存のサンプルを用いてDNAメチル化年齢測定

技術の開発を行うべき、と勧告する17。ま

た、日本はクジラを捕獲して精査しなければ

性成熟年齢や体長などを正確に測定できない

としているが、性成熟年齢については皮脂層

のホルモンが測定できる可能性が指摘されて

いる。捕獲をする前に、既存のサンプルでこ

れを試すべきだ、と勧告する。体長について

も、確かに船上からクジラを目視するだけで

は正確に測ることはできないだろうが、なら

ば航空機を用いればよいではないか。しかも

今や空撮はドローン（複数の回転翼で動き簡

単に操作できる小型無人機）によって極めて

安価に実施することができる。このドローン

の利用も検討すべきだ、と指摘する18。 

 日本側は新たにクジラを捕獲して胃の内容

物を測定しなければそのクジラがどの位の量

のオキアミを全体で消費するのかがわからな

いと言っているが、これらついてはそのクジ

ラがどれだけのエネルギーを消費するかに関

する生態学的なモデルをまず構築してからの

ほうが良い、と指摘するとともに、とりあえ

ずのモデル構築に際してはこれまで捕獲収集

したサンプルで足りるだろうから、こうした

方策を検討すべきだ、と勧告する19。 

クジラが何を食べたかは胃の中を切り開か

なければわからないと日本側は主張してい

る。確かにクジラが捕殺される直前に食べて

18 Ibid., p. 17. 
19 Ibid., p. 26. 
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いたものについては正確にわかるだろう。し

かし、それ以前に何を食べていたのかについ

てはわからない。これに対して例えばクジラ

の皮膚を少しだけ採取して安定同位体分析を

行えば、過去2カ月間程度の食性に関する情

報を得ることができる。脂肪を少量採取すれ

ば、脂肪酸分析という手法によって何をどの

程度食べたのかも調べることができる。捕獲

をする前に、まずはこうした非致死的な手法

がどの程度実現可能か、これを実地に検証す

るのが先決だ、とパネルは勧告する20。 

NEWREP-Aでは、生態系モデル構築を通じ

た南極生態系の構造及び動態の研究を二番目

の目的として掲げている。これを解明する手

法として、「生物の空間分布モデル(species 

distribution model)」を用いるとしている。と

ころがどういうモデルを描きたいのか、その

詳細についての説明が十分尽くされていな

い。これでは何がしたいのかが分からないた

め、この方法が適切であるか否か判断する以

前の段階だ、こうしたことに関してはJAPRA 

IIレビューでも苦言を呈してきたではない

か、と厳しく批判する21。 

生態系モデルとしてはこの他、①対象種を

クジラ、オットセイ、オキアミに限定した

「複数種生態系モデル」、及び②「生物の空

間分布モデル」をデータとして用い、多数の

変数を扱う、より包括的な「エコパス・エコ

シム(Ecopath with Ecosim: EwE)」モデルを構

築するとされているが、これについても同様

に、前置き的な説明ばかりで、どのようなモ

デルを作りたいのかという説明が不十分で、

どんなデータが必要なのかもわからない。こ

                                                  
20 Ibid., pp. 26-27. 
21 Ibid., p. 27. 
22 Ibid., p. 29. 
23 Ibid., p. 58, Annex E. 

れではこの方法が適切かが判断できない。計

画を練り直しなさい、と専門家パネルは勧告

した22。 

 

(4) サンプル数 

 

サンプル数についてはオブサーバーとして

出席したオーストラリアのデラメアより、こ

れまでの日本の調査捕鯨のデータからみた分

布のばらつき計算に含めると、NEWREP-Aの

サンプル数では年0.1歳の若齢化もしくは老

齢化を検出することができず、サンプル数は

333頭よりも大幅に増加させる必要があると

の批判が提出された23。専門家パネルもサン

プル数が過小である可能性を指摘するととも

に24、そもそもミンククジラの性成熟年齢の

年0.1歳の若齢化もしくは老齢化を検出する

ことが、このクジラの資源管理にどう役立つ

のかの説明できていない、とこの点を改訂調

査計画案で明確化せよと勧告している25。 

上記のサンプル数計算は性成熟年齢のみを

基準としたものであり、これだけは鯨類資源

管理の改善に資するサンプル数に関する情報

をもたらすものとなっていない。したがって

例えばSCAA（統計学的な捕獲時の年齢解

析）からのアウトプットや系群混淆率等の他

の項目からのサンプル数計算シミュレーショ

ンを行うべきであると勧告するとともに、サ

ンプル数の計算は捕獲調査に対してだけでな

く、バイオプシーなどの非致死的調査に対し

ても行われるべきだ、とも提言している26。 

 

(5) バックアッププラン 

24 Ibid., p. 31. 
25 Ibid. pp. 31, 41. 
26 Ibid. pp. 32, 41. 
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 NEWREP-Aでは妨害活動に備えたバックア

ッププランを予め策定する、と日本側は調査

計画書で言及しているが、これについてもパ

ネルは苦言を呈する。妨害活動が発生した場

合の直接的対処策についてはパネル会合で日

本側から調査計画書よりも具体的な内容につ

いてプレゼンテーションがあったものの、次

年度以降どのように計画を修正するのか、あ

るいはどのような分析方法の変更を行うのか

についての説明がないからである。確かに妨

害活動がどのようなものになるかはその時に

なってみないとわからないかも知れないが、

過去の妨害事例などを基に検討すべきではな

いか、との指摘である27。 

 

(6) 他機関との協力 

  

 先述の通り、ICJは他機関との協力の欠如

を判決文でもJARPA IIが所期の目的からみて

合理性の欠けている理由として挙げている。

NEWREP-Aでも水産総合研究センター国際水

産資源研究所（所長：森下丈二IWC日本政府

代表）、東京海洋大学等との国内機関や

CCAMLR等国際機関と連携するとともに、

外国人科学者の調査参加を歓迎するとの簡単

な記述がある。 

これについてもパネルは内容に具体性が乏

しいと批判する。外国人科学者の受入れにし

ても、どこにどのように参加を申し入れれば

よいのかも特定されていないとして、外国人

科学者参加に関する正式な手続きを定めると

ともに、日本学術振興会との連携や奨学制度

を活用するなどして日本内外からの研究交流

                                                  
27 Ibid. pp. 34, 41. 
28 Ibid. pp. 34-35, 41. 

を図るべきだ、と勧告する。CCAMLRとの

連携にしても、調査計画案を早く提出して助

言を求めるべきだと勧告している28。 

 

(7) 勧告と結論 

 

パネルからの勧告の一部は既に述べたとお

りであり、これだけでも日本側には極めて厳

しい内容であるが、パネルは計29の勧告を表

の形で示したのち、さらに厳しい結論を下し

ている。 

まずNEWREP-Aの2つの研究目的のうちの1

番目（RMP（改訂管理方式）を適用したミン

ククジラの捕獲枠算出のための生物学的及び

生態学的情報の高精度化）については、以下

のように結論付ける。 

 

 NEWREP-A提案は副目的として生物学的

特性値の幾つかに関する「改善」に関する

議論を行っているが、正確性の向上によっ

てSCAAやRMPがどの程度改善することが

できるのかの評価を行っていない。上記評

価は当該副目的の意義を評価するに際して

必要不可欠である。ゆえに本パネルは、今

後のあらゆる調査計画改訂案のなかに、既

存のデータの利用を通じて……提案者がこ

れを行うよう勧告する。これが実施されな

い限り、目的の評価やサンプル数の妥当性

について本パネルは評価を行うことができ

ない29。 

 

2つの研究目的のうちの2番目（生態系モデ

ルの構築を通じた南極海生態系の構造及び動

態の研究）については、1番目のものよりも

29 Ibid., p. 39. 
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目的達成には困難が伴うと指摘するととも

に、今後提出する調査計画改訂案では、まず

既存のデータを用いてモデル策定作業を行

い、どのような知識がまだよくわかっていな

いのかを重点的に提示すべきである、と勧告

する30。 

調査計画の管理や実現可能性についても極

めて厳しい判断を下す。 

 

改訂案では調査計画のマネジメント、人

員、ロジスティック面における資源に関し

て現行案と比べて大幅に多くの情報を盛り

込むことを本パネルは勧告する。これらは

いかなる調査計画についても必要不可欠で

あり、こうした情報がなければ調査計画の

実行可能性につきパネルとして適切な判断

をすることができない31。 

 

NEWREP-Aでは過去の調査捕鯨同様、クジ

ラを取ることだけに関心が集中し、取ってき

たデータをどう分析しモデル化するかがなお

ざりにされてきた点も強く批判する。 

 

過去の調査ではフィールド調査や実験作

業には力点が置かれる一方、分析とモデル

化に関してはそうではなかった。本パネル

はこの懸念を同様に繰り返したい。例え

ば、過去のパネルの勧告も、調査計画での

研究目標を定められた期間やサンプル数で

達成できるかをパネルが評価できるように

するため、モデル化作業を追加で行うこと

に関連している。本パネルも、改訂作業案

ではこれらが試みられ、改訂されたタイム

スケジュールのなかに組み込まれることが

                                                  
30 Ibid. 
31 Ibid. 

必要不可欠である旨強調する32。 

 

日本側の「年齢は捕殺を伴う耳垢栓からし

かわからない」との繰り返しについても、批

判を加える。 

 

調査計画提案側の分析に量的な評価を伴

う実験案に関する分析がなされている部分

は幾つかあるが、致死的方法と非致死的方

法についての比較は概ね質的なものにとど

まっている。……量的比較がなければ、致

死的方法が所期の目的達成に必要かどうか

を結論付けることは困難である33。 

 

致死的調査をすると非致死的調査だけに比

べて資源に悪影響を及ぼすことなく捕獲枠を

何頭増やすことができる等々の量的な比較を

行わず、ただ必要だとだけ言っても、それで

は全く不十分である、との指摘である。 

非致死的調査で最も有望なのは、クジラの

皮膚などを少しだけ切り取ってDNA分析を行

うバイオプシーと呼ばれる方法である。 

 

本パネルはしたがって、南極海ミンクク

ジラからバイオプシー・サンプルを得るた

めに必要な取り組みを検討するための実験

に高い優先順位を与えるよう勧告する。こ

れを実施すれば、致死的調査と非致死的調

査の実行可能性を評価するのに必要な情報

が得られるであろうし、目的全般を達成す

るに必要な（致死的・非致死的双方の）サ

ンプル数を決定するに必要な情報が得られ

るであろう。本パネルは、こうした調査に

は十分な実地検証が伴わなければならない

32 Ibid. 
33 Ibid., pp. 39-40. 
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旨を強調するものである34。 

 

まずはバイオプシーに関する実地検証を南

極海で行い、この検証結果をもとに致死的調

査に必要なサンプル数を設定する。致死的調

査を行うのはこうした手続を踏んだのちでな

ければならない、との勧告である。 

バイオプシーに関する実地調査も含め、パ

ネルの勧告を忠実に実施するためには、少な

くとも年単位の時間が必要である。というこ

とは、捕獲を伴う調査を最低限でも今年は昨

年に引き続き中止せざるを得ない。それでは

継続的なデータが得られない、データの一貫

性を保たせるためにも、捕獲は必要ではない

か、という日本側から予想される反論に対し

ては、以下のように指摘する。 

 

スケジュールに関して本パネルは、長期

間のデータベースを維持する価値は認識す

るものである。しかしながら、個々の研究

目的を定量化して優先順位を付け、適切な

方法が致死的なものか非致死的かものかを

決定し、勧告された分析を完成させるた

め、短期間（例えば2～3年）のギャップが

発生したとしても、それは観測方法の変更

に対して深刻な影響を及ぼすものではない

という点について、本パネルは合意した。

したがって本パネルは、致死的方法及びサ

ンプル数について最終的な結論に至る前

に、表1に示される勧告が実施されその結

果が評価されなければならない旨合意する

ものである35。 

                                                  
34 Ibid., p. 40. 
35 Ibid., p. 35. 
36 IWC, “Report of the Expert Panel to 
review the proposal by Japan for 
NEWREP-A, 7-10 February 2015, Tokyo, 

 

  以上総括し、パネルは以下の判断を下し

た。 

 

 本調査計画に提示された情報では、致死

的調査が2つの主たる調査目的を達成する

に必要なものであると、本パネルは断定し

得なかった。従って、現在の調査計画はこ

れらの目的を達成するために致死的サンプ

リングが必要であることを立証

(demonstrate)していない36。 

 

5. 今後の展望 

 

 以上見てきたように、専門家パネルの結論

は、新調査計画NEWREP-Aの全面否定に限り

なく近いものとなった。パネルが提示した勧

告全てを実施するためには、更なるバイオプ

シー調査の実施が最低限でも必要であり、ゆ

えに今年度(2015/2016年)の捕獲調査は不可能

である。また、NEWREP-Aの内容、これまで

の調査捕鯨の調査計画から鑑みるに、ここか

ら大幅な修正を行うには数年単位の時間、も

しくは調査計画案策定を行う人的リソースの

大幅な拡充、とりわけ生態学分野での高度な

知見を有した専門家の参加が不可欠と考えら

れる。また、提案を修正したとしても、専門

家パネルがこれに肯定的な評価を下すとは限

らない。 

 専門家パネルの捕獲調査の暫時停止という

考えに対し、日本側は「現時点で大幅な計画

変更は想定していない37」と今年度の捕獲実

Japan,” SC/66a/Rep/6, p. 2. 
37 共同通信、「ＩＷＣ、捕鯨新計画で追加勧

告 水産庁『大幅変更せず』」、2015 年 4 月

13 日配信。 
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施の意向を変えていない。事実、日本側は専

門家パネル報告書に対して以下のような回答

を行っている。 

 

 「致死的方法及びサンプル数について最

終的な結論に至る前に」勧告の全てを実施

する必要性はない。……レビューパネルは

「短期間（例えば2～3年）のギャップ」は

「観測方法の変更に対して深刻な影響を及

ぼすものではない」ことを前提しているよ

うに見受けられるが、調査計画案……から

も既に明白であるが、現在入手可能な科学

的知見に基づく年齢データの非致死的な方

法が実現可能かという点についての検証は

完了しており、現段階では致死的調査が必

要であることは立証されている。したがっ

て我々としては、NEWREP-Aの致死的調査

の開始をさらに数年待つ必要は存在しない

と考える38。 

 

 しかしながら、ICJ判決からも明らかなよ

うに、科学調査目的での捕獲許可発給は各国

の完全な裁量に委ねられているわけではな

い。上記専門家パネル報告書から鑑みるに、

2015年5月から6月にかけて開催される科学委

員会がここに示された結論を根底から覆すと

は大凡考えられず、日本側には極めて厳しい

結果が待っていることは避けがたい。このよ

うな結果を得てもなお調査捕鯨を南極海で再

開すれば、それは国際法に違反した「違法操

業」に他ならないのではなかろうか。  

 こうした事態を防ぐ方法の一つしては、

ICJに対してその判決の解釈を仰ぐという方

法がある。すなわち、ICJ規則第98条では、

                                                  
38 Government of Japan, “Proponents’ 
preliminary responses to the Report of the 

「判決の意義または範囲について争いがある

場合には、いずれの当事者も、……その判決

について解釈の要請を行うことができる」と

定めている。オーストラリアはこの条項を背

景に、再び問題を国際法廷の場に持ち出すこ

とも不可能ではないだろう。また、もし日本

が新調査計画が国際法違反ではないと考える

のならば、逆にICJに解釈を求めても良いの

ではないだろうか。 

 いずれにせよ、NEWREP-Aに対する国際的

評価は極めて低い、あるいは否定的であるば

かりか、その強行は国際法違反の可能性が高

い以上、日本側は専門家パネルの勧告通り、

少なくとも数年の時間をかけて計画を根本か

ら練り直す必要があるだろう。それまでは捕

獲調査は停止せざるを得ない。 

  こうした事態を招来した原因の一つは、こ

の問題を扱う政策責任者・関係者等が政治レ

ベルや一般に事実とは異なる報告を上げ、説

明責任を果たしていないことにあると思料さ

れる。これはICJでの捕鯨裁判でも同様であ

り、関係者には事実とは異なる解説を行う

か、細目的・技術的な説明に終始するか、黙

して語らない者が散見させる。国会の場で議

論を行い、適宜関係者・専門家を参考人招致

するなどし、以て国民に対する説明責任の一

端を果たさせる必要がある。 

 南極海での商業捕鯨再開の道は、現段階で

は限りなく閉ざされたと言うべきであろう。

商業捕鯨の再開を目指すのであれば、非科学

的・非合法な南極海での捕獲の続行は中止

し、沿岸捕鯨再開のため国際的な理解を得る

ための真摯な努力こそが行われるべきであ

る。 

Expert Panel to review the proposal for 
NEWREP-A,” SC/66a/SP/1, 2015, pp. 4-5. 


